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１．平成17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 
(1) 連結経営成績                                  （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円     ％ 百万円    ％ 

17年９月中間期 ５,３９７（△2.4） １,２６１（△2.8） １,２９９（△3.4） 

16年９月中間期  ５,５２７（ 7.1）  １,２９８（  9.0）  １,３４５（ 9.7）  

17年３月期 １０,１００（  3.5） ２,２１７（ 3.8） ２,４０５（  8.7）  

 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1株当たり中間（当期）純利益 
潜 在 株 式 調 整 後 
1株当たり中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 円   銭 円  銭 

17年９月中間期 ６８９ (△7.4) １４９.５５ １４９.２６ 

16年９月中間期 ７４３ ( 5.9) １６２.０７ １６１.６４ 

17年３月期 １,３２７ (  7.3) ２８８.９２ ２８６.９３ 

(注) １．持分法投資損益17年９月中間期 △０百万円 16年９月中間期 △１百万円 17年３月期 △１百万円 
    ２．期中平均株式数（連結）17年9月中間期 4,608,283株  16年９月中間期 4,590,265株 17年３月期 4,595,255株 
   ３．会計処理の方法の変更   有 
   ４．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり 株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17年９月中間期 １２,１６２ ９,１２２ ７５.０ １,９７７.７８ 

16年９月中間期 １１,０３０ ８,０３９ ７２.９ １,７４８.０５ 

17年３月期 １１,２８１ ８,６３９ ７６.６ １,８７５.８８ 

（注）期末発行済株式数（連結）17年９月中間期 4,612,440株  16年９月中間期 4,598,890株 17年３月期 4,605,690株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
17年９月中間期 ４８４ △ １２０ △ ２５０ ５,４７３ 

16年９月中間期 １,０３４ △  ３３ △ １６５ ５,０１６ 

17年３月期 １,３２２ ３２ △ １７３ ５,３５６ 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  ４社 持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 １社 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結(新規)  ― 社 (除外)  ― 社    持分法(新規) ― 社  (除外) ― 社 
２．平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 
通 期 １１，２０１ ２，５３５ １，４０７ 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）３０５円 ３０銭 
※ 業績予想については、当社及当グループが現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいて作成 

しておりますが、不確定要素を含んでおります。 
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１．企業集団等の状況 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社日本トリム）、連結子会社である株式会社トリムエレ

クトリックマシナリー、TRIMGEN CORPORATION、株式会社機能水細胞分析センター、株式会社トリムフィナンシャルサー

ビス並びに持分法適用関連会社である株式会社GIバイオポリスの６社により構成されております。 

 当社は事業の種類別セグメント情報の開示を行っておりませんので、参考として事業部門別に当社グループの事業内

容及び当社と関係会社の当該事業に係わる位置付けを記載いたしますと、次の通りであります。 

(1)販売部門 

   ＤＳ事業部      職域販売を主たる販売形態とする事業部(DIRECT SALEの略) 

   業務部ＭＳ課     ＯＥＭ販売、一般卸の事業部（MARKET SALEの略） 

   ＳＳ事業部      百貨店、スーパーでの催事販売を主とする事業部(STORE SALEの略) 

   ＨＳ事業部      整水器取付サービス・顧客アフターフォロー（HOME SALEの略） 

ＴＬ事業部      家庭用電位治療器の販売事業部(TRIM LABOの略) 

(2)保守・メンテナンス部門 

   業務部      ＣＳ課 カートリッジ販売窓口  ： 業務課 アフターサービス対応 

    お客様サービス室   顧客相談・個人情報管理 

(3)研究・開発部門 

   本社開発部      電解還元水の研究開発 ： 高知開発部 整水器及びその他機器の研究開発 

   ＭＤ室        医療機器開発（MEDICAL DEVICEの略） 

(4)連結子会社（４社） 

株式会社トリムエレクトリックマシナリー （電解還元水整水器・電位治療器等製造事業） 

TRIMGEN CORPORATION   （異常遺伝子検索キット研究開発） 

株式会社機能水細胞分析センター  （機能水及び活性水素の測定、科学分析） 

株式会社トリムフィナンシャルサービス  （割賦販売斡旋業務・割賦販売業務） 

(5)持分法適用関連会社（１社） 

株式会社GIバイオポリス  （ＩＴＦ：消化管損傷修復因子の医療応用研究） 

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

電解還元水整水器・電位治療器製造

株式会社トリムエレクトリックマシナリー

連結子会社

製品

一般ユーザー

TRIMGEN CORPORATION

異常遺伝子検索キット研究開発
製品開発・特許申請

【米：メリーランド州】連結子会社

ＤＳ事業部
業務部

ＳＳ事業部
ＨＳ事業部

ＴＬ事業部

ＣＳ課・業務課
お客様サービス室アフターサービス・顧客対応

整水器販売 電位治療器販売

株式会社日本トリム

開発部

MD室
高知開発部研究開発部門

株式会社機能水細胞分析センター

活性水素の測定、機能水科学分析

連結子会社

株式会社GIバイオポリス

消化管損傷修復因子医療応用研究

持分法適用関連会社

【福岡市博多区】

【大阪府豊中市】

【高知県南国市】

病院・研究機関等

割賦販売斡旋業務・割賦販売業務

株式会社トリムフィナンシャルサービス

連結子会社 【大阪市北区】
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２．経営方針及び経営成績 

 (1)経営の基本方針 

当社グループは、人間にとって最適な｢水｣とは何かを追求し、“快適で健康なヒューマンライフの創造に貢献す

る”という企業理念のもと、現代社会の健康志向に応え、時代の要請する効率経営と社内管理体制の充実をはかり、

東証一部上場企業に相応しい業績を上げ、社会や株主にとって価値ある企業であり続けたいと考えております。 

 

 (2)利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安定的な経営基盤の確保と株主

資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本方針と

しております。また、株主数増加のため個人投資家の皆様に投資して頂きやすい環境を整え積極的にＩＲ活動に取り

組みます。このような方針に基づき、平成17年３月期におきましては、普通株式１株につき50円の配当を実施してお

ります。 

内部留保資金につきましては、今後の研究開発活動に活用して事業拡大に努めてまいる所存であります。 

 

(3) 目標とする経営指標 
当社は、ＲＯＥ向上のために、連結売上高経常利益率２５％以上を中期的目標といたしております。 

当指標の次期見通しにつきましては、今後の飛躍的な成長の達成に向けての研究開発、広報活動等への積極投資の

ため、低下する見込みですが、一時的なものと考えております。 

 

 (4)中長期的な会社の経営戦略 

既存事業である家庭用機器については、製造・販売事業を伸張・拡大すると共に海外では、ボトルドウォーター事

業を展開。医療分野では、産学・産病の共同研究を実施し、電解還元水の人工透析、輸液への応用へ向けた開発、実

用化を推進してまいります。 

連結事業では、TRIMGENを中心とした事業展開により、世界のオンリーワン企業構築に向け邁進いたします 

 

(5)対処すべき課題 

今後の当社グループ（当社及び連結子会社）が最も留意すべき点は安定株主の増加にあります。そのための対処す

べき当面の課題としては、①株主資本利益率の向上、②ＩＲの充実、③トリムブランドの構築が挙げられます。 

 

①まず、株主資本利益率の向上のためには当然のことながら売上高増大を図らなければなりません。ＤＳ事業部

の説明会を実施する職域の新規開拓、また、ＳＳ事業部と整水器取付・顧客満足度の向上を目的としたＨＳ事

業部の当社の強みである直販体制の一層の強化を行ってまいります。そのために営業員個々のレベルアップに

注力すると同時に、業務部の販路の拡大も行ってまいります。 
     また、世界の飲料水（健康）市場開拓を目的に海外事業展開に注力いたします。 

 

②投資家の皆様に当社グループのことを正しく理解していただくのが大変重要なことであると認識いたしており

ます。機関投資家及びアナリストの皆様方は勿論マスコミを活用した広報も検討に入れ、ホームページの適時

更新等、タイムリーなＩＲ活動及びディスクロージャーの信頼性、正確性維持のため内部統制の充実に取り組

んでまいります。 
        

③家電メーカーをはじめ大手企業が整水器業界へ参入しております。今後も新規参入は予想されますが、浄水器

の延長線上で商品構成を考えているメーカーより、生成水（電解水）それ自体を研究し、追究できる本物志向

のメーカーが注目されるものと考えております。そういった中、技術力、開発力はもとよりブランドイメージ

が重要なものとなることを認識しております。当社は、現在は大手企業とタイアップ販売を行っておりますが、

独自のトリムブランドを位置付けることが将来の業績に大きな影響を与えるものと考えております。そのため

に水そのものの研究、医療業界への進出は重要な戦略であることを十分認識し、当社グループが飛躍的に成長

する要諦であると考えております。 
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(6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、「株主重視の経営」を基本に企業活動を行っており、そのために必要なコーポレート・ガバナンスの強

化を経営の重要課題の一つと位置付けております。 

当社の取締役会は、平成17年９月末現在取締役８名で構成されており、取締役会は毎月１回開催し、月次経営成

績及び財政状態の報告、迅速かつ的確な意思決定や業務執行及び経営の効率化、経営責任の明確化を図るべく討議

し決議しております。 

監査役は平成17年９月末現在、常勤監査役１名、社外監査役２名で構成されており、監査役会は毎月１回開催し

取締役の業務執行に関する監査を行っております。 

当社グループは連結業績向上に対する貢献意欲、社員の士気を一層高め、株主を重視した経営を推進することを

目的とし取締役及び従業員に対してストックオプション制度を導入いたしております。 

また、必要に応じて顧問弁護士、顧問税理士及び会計監査人から意見を聴取するとともに社内教育を実施、リス

ク管理を徹底して行っております。 

これらの施策により更なる企業体質の強化を図り、当社グループの長期的な安定経営により株主からの更なる信

頼を得て参る所存であります。 

 
 
 
                         
                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜会計監査＞ 

当社は、商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査に監査法人トーマツを起用しておりますが、

同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、同

監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措

置をとっております。当社は同監査法人との間で、商法監査と証券取引法監査について、監査契約書を締結し、そ

れにもとづき報酬を支払っております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数）、監査業

務に係る補助者の構成については次の通りであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定社員 業務執行社員 西 育良（４年）、中川 雅晴（６年） 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ３名 会計士補 ３名 その他 ２名 

 

監査役会 

監査役３名 

監査 

代表取締役社長 

取締役会 

取締役８名 

株 主 総 会 

 
取締役の選任・解任 監査役の選任・解任 

選任・監督 

営業本部 

開発本部 

管理本部 

内部監査室 
業務監査 

指示･命令 

従業員 

指示･命令 

業務監査 

指示･命令 
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＜役員報酬等及び監査報酬等＞ 

当期における役員報酬等及び監査報酬等の内容は以下の通りであります。 

 役員報酬等の内容 

 １．取締役及び監査役に支払った報酬 

     取締役    ９名     43百万円 

     監査役    ６名      9百万円 

      （注１）当期末在籍人員は取締役８名、監査役３名です。 

      （注２）報酬限度額 取締役： 年額 200百万円 監査役： 年額  30百万円 

 監査報酬等の内容 

  当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

監査契約に基づく監査証明に係る監査証明に係る報酬の金額  年額 16百万円 

 

    ＜内部監査＞ 

      当社は、国内外の関係会社を含めた業務の適正性及び経営の妥当性、効率性を監査する目的で内部監査室を

設置しております。定期的に事業所を巡回し、取締役会及び代表取締役に対する監査結果の報告及び改善提言

を行うことにより健全な業務執行の維持に努めております。 
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３．経営成績及び財政状態 
(1)当期の概況 

   ①業績 

当中間連結会計期間において当社グループでは、トリムネットワークの更なる充実及び業容の拡大を目指して

まいりました。 

当社営業部門の主力であるＤＳ事業部では、積極的な人員の増強及び営業拠点の拡大（本年9月に長崎営業所を

開設）を行いました。増加人員の業績への本格的な寄与は、当下期より見込んでおります。ＨＳ事業部において

も、ＤＳ事業部と並ぶ直販事業部確立へ向けて体制強化へ努めてまいりました。また、ＳＳ事業部では、人員計

画等を見直し、体制の立て直しに取り組んでおります。業務部（卸部門）では、新規卸先の開拓に取り組んでま

いりましたが、業績への寄与は、当下期から来期にかけてとなる見込みです。カートリッジにつきましては、順

調に売上が伸張（前年同期比52.5％増）しており、今後もこの成長率は維持するものと考えております。 

当中間連結会計期間における電解還元水の研究開発については、本年9月に九州大学大学院白畑教授グループと

電解還元水の更なる機能の解明を推し進めることを目的に、新共同研究プロジェクトを立ち上げました。平成20

年３月までの約２年半で約３億円の研究費を投資し、当分野での他社の追随を許さない体制の構築を目指してま

いります。人工透析分野では、一昨年に米医学誌「キドニーインターナショナル」に発表した台湾大学医学部と

の共同論文を契機として、国内外の研究機関と産学共同研究を行っておりますが、本年より、また新たな国内大

学病院と臨床データの取得に向けて共同研究を開始いたしております。 

また、昨年９月より業務提携しております財団法人田附興風会医学研究所北野病院（大阪市北区：山岡義生病

院長）とも、引き続き、産病での共同研究、事業展開に向けて取り組んでおります。 

今後も、当社の目指しております「医療分野への進出」に向けて、「産学」、「産病」共同の研究開発を積極

的に推進してまいります。 

一方、海外事業展開といたしまして、住友商事グループと中国広東省広州市に広州多寧健康科技有限公司（資

本金９０万ドル、出資比率：日本トリム81％、住友商事グループ19％）の設立に関して合意しました（本年10月

設立）。 

グループ企業に関しましては、連結製造子会社トリムエレクトリックマシナリーが、「ＩＳＯ １３４８５：２

００３」 及び「ＩＳＯ ９００１：２０００」の認証を取得しました。今後、国際標準の品質管理システムに基

づいて生産された、安全で高品質な製品を提供することにより、更にお客様にご満足頂けるサービス体制構築に

取り組んでまいります。 
異常遺伝子検索キットの研究開発・製造販売を主事業とする米国連結子会社TrimGen Corporation(トリムジン

コーポレーション)におきましては、ＡＳＲ（診断用試薬）の登録に向けて取り組み（本年10月登録）、研究用か

ら診断用の試薬としての販売が可能となりました。今後はＦＤＡ認可取得による診断分野への進出を目指してま

いります。 

このような事業展開の結果、当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高5,397百万円（前年同期比

2.4％減）、営業利益1,261百万円（同2.8％減）、経常利益1,299百万円（同3.4％減）、また、当期純利益689百

万円（同7.4％減）を計上いたしました。 

事業部別の業績の概況は以下の通りであります。 

１．［ＤＳ事業部（職域販売を主たる販売形態とする事業部）］ 

業容の拡大及び国内ネットワークの更なる充実を図るべく、人員の増強、販路の拡大に注力した結果、当中間

連結会計期間の売上高は、2,387百万円（同2.7％増）となりました。 

２．［ＳＳ事業部（百貨店、量販店等での催事販売を主とする事業部）］ 

人員計画の見直し等、体制の建て直しに取り組んでおり、その結果、当中間連結会計期間の売上高は628    

百万円（同22.0％減）となりました。 

３．［ＨＳ事業部（ＤＳ事業部の販売する整水器の取付と紹介販売を主とする事業部）］ 

整水器の取付と拡販･顧客満足度の向上を目的とし、体制強化に努めた結果、当中間連結会計期間の売上高は    

399百万円（同19.1％増）となりました。 

４．［業務部（OEM販売、一般卸販売の事業部）］ 

当中間連結会計期間の売上は1,208百万円（同19.4％減）となりました。 

５．［カートリッジ］ 

カートリッジ売上の安定した伸びのため、当中間連結会計期間の売上は626百万円（同52.5％増）となりました。 
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【製 品 別 売 上 高 】              

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 期別 

品種 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

電 解 還 元 水 整 水 器 4,883 88.4 4,585 85.0 8,837 87.5 

カ ー ト リ ッ ジ 410 7.4 626 11.6 851 8.4 

電 位 治 療 器 42 0.8 30 0.6 88 0.9 

電 解 還 元 温 泉 器 83 1.5 49 0.9 129 1.3 

そ の 他 107 2.0 104 1.9 193 1.9 

合 計 5,527 100.0 5,397 100.0 10,100 100.0 

 

（2） 財政状態及びキャッシュ・フローの状況 

 （財政状態）  

    当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

    当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純

利益が1,238百万円（前年同期比6.0％減）となり、前連結会計年度より116百万円増加し、5,473百万円（前期比

2.2％増）となりました。 

    当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

    

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    営業活動の結果得られた資金は484百万円（前年同期比53.2％減）となりました。 

    これは主に法人税等の支払563百万円（同5.1％増）、株式会社トリムフィナンシャルサービスの本格稼動により

割賦売掛金の増加が511百万円あったものの税金等調整前中間純利益1,238百万円（同6.0％減）、仕入債務の増加

275百万円（同3.9%減）により資金が増加したものであります。 

    なお、割賦売掛金には契約信販会社との間に保証契約を締結しており、貸倒リスクはありません。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果使用した資金は120百万円（同256.2％増）となりました。 

   これは主に当中間連結会計期間において株式会社トリムエレクトリックマシナリー（高知県）現所在地の隣地の土

地取得による56百万円、東京オフィス（東京都千代田区）開設に伴う内装設備関係等によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果使用した資金は250百万円（同51.7％増）となりました。 

    これは主に１株当たり50円の配当金230百万円等の支出によるものであります。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標群は次の通りであります。 

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

 中間 期末 中間 期末 中間 

自 己 資 本 比 率 ６９.８％ ７２.７％ ７２.９％ ７６.６％ ７５.０％ 

時価ベースの自己 

資 本 比 率 
２１０.４％ ２１６.６％ ３３３.５％ ２９９.２％ ２４０.８％ 

債 務 償 還 年 数 ０.３年 ０.２年 ０.２年 ０.１年 ０.３年 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末終値株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。 

※利払いの額が僅少であるため、インタレスト・カバレッジ・レシオ（営業キャッシュ・フロー／利払

い）の記載は省略しています。 
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(3) 次期の見通し 
    当社グループでは、売上高１００億円を達成した前期までを一つの区切りとし、今後、従来の家庭用電解還元

水整水器の製造販売事業の更なる伸張および当社の目標であります医療分野への本格的参入を果たすべく、当期

を中長期的視野に立った積極投資、体制作りの期間と位置付けております。 

電解還元水の研究分野では、九州大学大学院白畑實隆教授グループとの新共同研究プロジェクト（期間：平成

17年9月～平成20年３月、予算：約３億円）を推進し、電解還元水の更なる機能究明を行うことにより、論文発表

やパテントの取得を積極的に行い、当分野での他社の追随を許さない体制作りに努めると共に、研究成果の事業

化による当社グループの事業拡充に取り組んでまいります。 

医療分野では、現在国内の大学病院と電解還元水の人工透析への応用に関する臨床研究に取り組んでおり、そ

の成果を基に、国内での人工透析用電解還元水整水器の販売および腹膜透析、輸液への応用に向けた研究に進ん

でまいります。また、台湾大学との共同研究では、現在新たな論文を１本投稿中であり、引き続き臨床データの

集積等を行ってまいります。 

本年10月には、電解還元水の新たな可能性を探るべく、筑波大学人間総合科学研究科とスポーツ医学的見地よ

りの共同研究を行い、ミネラルウォーターとの比較実験で電解還元水による高強度運動時の疲労抑制の可能性を

示すデータを得ました。それを基に、電解還元水の新たな機能解明のため、更に研究を進めてまいります。 

昨年９月より業務提携いたしております財団法人田附興風会医学研究所北野病院を始めとした、産病共同研究、

事業につきましても、全国展開を目指し、引き続き取り組んでおります。 

今後も、積極的に「産学」、「産病」研究開発を推進し、電解還元水の機能解明、科学的バックデータの蓄積、

飲用から医療、農業等あらゆる分野への実用化に取り組むことにより、日本トリムの電解還元水の更なる価値の

向上、他の水との差別化を図ってまいります。 

一方、海外事業展開といたしまして、中国・広州に住友商事グループと広州多寧健康科技有限公司を設立いた

しました。中国では、急激な経済成長による生活基盤の向上を背景として健康志向が高まる中、水関連市場も急

拡大しており、日本トリムの電解還元水のノウハウ・技術と住友商事グループのネットワーク・総合力で、

「水・健康市場」へ進出・開拓してまいります。まずは、整水器販売を軸に事業を開始し、近い将来、ボトリン

グ事業へも参入してまいります。ボトリング事業では、中国から東南アジア、そして米、欧と、現在５兆円の規

模を持つ世界市場への進出、展開を目指してまいります。 

米国バイオ子会社TRIMGEN CORPORATIONでは、独自の技術による変異遺伝子検出キットを核に、Harvard大学病

院、Johns Hopkins大学病院をはじめ、米日を中心として世界各国複数の臨床検査会社、製薬会社と提携し、肺が

んや白血病を中心に、産学共同の研究開発を進めております。本年10月にＡＳＲ（診断用試薬）の登録を行い、

研究用試薬から診断用試薬としての販売を開始いたしました。中期売上高計画として、07/12月期に１億円の売上

高計上を見込んでおります。また、論文及び学会発表、各種展示会への出展等、精力的なＰＲ活動を行うと共に、

更なる研究、製品開発を推進することにより、診断分野への進出を目指した事業展開を行ってまいります。また、

事業基盤の更なる充実、業容の拡大のために検査会社等とのＭ＆Ａも視野に入れた積極的な資本政策にも取り組

んでまいります。 

本年５月には、ライフサイエンス部門の優秀なアイデアや研究成果を支援することにより、当研究の発展に寄

与すること及び日本トリムグループの理念である、人類の健康増進を通じて社会貢献することを目的として、

「トリムライフサイエンス賞」を設立いたしました。また、滋賀県・琵琶湖畔にて開催されます第67回関西学生

対校駅伝競走大会(びわ湖大学駅伝、平成17年11月19日)に、高知県南国市にて開催されます全国初の地方サッ

カー協会主催女子フットサル大会(平成18年3月24日～26日)にはオフィシャルスポンサーとして協賛するなど、今

後もトリムグループは、社会貢献活動にも積極的に取り組んでまいります。 

このように当社グループは、株式会社日本トリム（東証一部上場）、株式会社トリムエレクトリックマシナ

リー（生産子会社）、株式会社トリムフィナンシャルサービス（信販・金融子会社）、TRIMGEN CORPORATION（遺

伝子関連ビジネス）、広州多寧健康科技有限公司（中国販売拠点）、株式会社機能水細胞分析センター（機能水

分析）、株式会社GIバイオポリス（ITF：消化管損傷修復因子の医療応用研究）のグループ企業相互のシナジー効

果を最大限発揮し、オンリーワン企業構築へ向けての事業展開を行ってまいります。 

次期の業績につきましては、今後の大きな飛躍の達成に向けての研究開発、広報活動等への積極投資により、

一時的な売上高経常利益率の低下を見込んでおりますが、過去最高売上高、経常利益は確保できるものと考えて

おります。 
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４．中間連結財務諸表等 
(1)中間連結財務諸表 

①中間連結貸借対照表                                     

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

期別 
 
科目 

金 額 構 成 金 額 構 成 比 金 額 構 成

 （ 資産 の部 ） 
 

 
 ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 資 産          

１． 現金及 び預 金  5,016,791   5,473,180   5,356,873  

２． 受取手形及 び 
売 掛 金  1,295,746   1,227,625   1,303,671  

３． 割 賦 売 掛 金  -   597,557   -  

４． た な 卸 資 産  544,530   534,419   439,971  

５． 繰延税金資産  114,828   124,461   112,298  

６． そ の 他  39,567   56,523   86,648  

７． 貸 倒 引 当 金  △113   △7,087   △111  

８． 流動資産合計  7,011,351 63.6  8,006,680 65.8  7,299,351 64.7 

Ⅱ 固 定 資 産          

１． 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 1,262,288   1,267,360   1,262,288   

 減価償却累計額 373,191 889,096  432,287 835,072  403,693 858,594  

(2) 土 地  2,380,822   2,377,040   2,380,822  

(3) そ の 他 271,383   409,517   295,943   

 減価償却累計額 217,680 53,702  242,333 167,184  230,754 65,188  

 有形固定資産 
合 計  3,323,622 30.1  3,379,298 27.8  3,304,605 29.3 

２． 無形固定資産  40,974 0.4  34,267 0.3  37,608 0.3 

３． 投 資そ の他 の 
資 産          

(1) 投資有価証券  333,810   319,676   299,834  

(2) 繰延税金資産  74,472   108,690   92,134  

(3) そ の 他  253,042   321,433   255,634  

(4) 貸 倒 引 当 金  △6,700   △7,375     △7,375  

 投 資そ の他 の 
資 産 合 計  654,625 5.9  742,425 6.1  640,228 5.7 

 固定資産合計  4,019,222 36.4  4,155,991 34.2  3,982,442 35.3 

 資 産 合 計  11,030,573 100.0  12,162,672 100.0  11,281,794 100.0 

           

（単位：千円） 
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前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

期別 
 
科目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構成比 

 （ 負 債 の 部 ）   ％   ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          

１． 支 払 手 形 及 び 
買 掛 金  739,256   686,202   410,470  

２． 未 払 法 人 税 等  603,650   606,143   593,858  

３． 賞 与 引 当 金  103,000   110,424   101,200  

４． 製品保証引当金  18,000   16,000   18,000  

５． 返品調整引当金  15,000   15,000   16,000  

６． そ の 他  452,056   552,594   428,471  

 流 動 負 債 合 計  1,930,962 17.5  1,986,364 16.4  1,567,999 13.9 

固 定 負 債          Ⅱ 
 
１． 退職給付引当金  160,769   179,112   172,122  

２． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   166,523   198,338   200,064  

３． 預 り 保 証 金  484,332   459,278   468,708  

４． そ の 他  245,904   214,478   230,191  

 固 定 負 債 合 計  1,057,530 9.6  1,051,208 8.6  1,071,086 9.5 

2,988,493 27.1 3,037,572 25.0 2,639,086 23.4  負 債 合 計 
 

  
 

  
 

  

 （少数株主持分）          

 少 数 株 主 持 分  3,000 0.0  2,715 0.0  3,000 0.0 

 （ 資 本 の 部 ）          

Ⅰ 資 本 金  988,909 9.0  992,597 8.1  989,831 8.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  980,197 8.9  987,106 8.1  983,898 8.7 

Ⅲ 利 益 剰 余 金  6,045,843 54.8  7,088,462 58.3  6,629,599 58.8 

Ⅳ その他有価証券評
価 差 額 金  115,706 1.0  129,040 1.1  117,048 1.0 

Ⅴ 為 替 換 算 
調 整 勘 定  △14,787 △0.1  △17,451 △0.1  △20,602 △0.2 

Ⅵ 自 己 株 式  △76,789 △0.7  △57,370 △0.5  △60,067 △0.5 

Ⅶ 資 本 合 計  8,039,080 72.9  9,122,384 75.0  8,639,707 76.6 

11,030,573 100.0 12,162,672 100.0 11,281,794 100.0  負債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計 
 

  
 

  
 

  

 

 

（単位：千円） 
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② 中間連結損益計算書 
 
 
 

  

期別 
 
科目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百分比 

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高  5,527,798 100.0  5,397,122 100.0  10,100,509 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  1,531,420 27.7  1,396,505 25.9  2,728,998 27.0 

 売 上 総 利 益  3,996,377 72.3  4,000,616 74.1  7,371,510 73.0 

 返品調整引当金
繰 入 額  2,000 0.0  △1,000 △0.0  3,000 0.0 

 差引売上総利益  3,994,377 72.3  4,001,616 74.1  7,368,510 73.0 

Ⅲ 販 売 費 及 び 
一 般 管 理 費  2,696,361 48.8  2,739,898 50.8  5,151,395 51.0 

 営 業 利 益  1,298,015 23.5  1,261,717 23.3  2,217,115 22.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益          

１． 受 取 利 息 222   172   444   

２． 受 取 配 当 金 296   255   496   

３． 受 取 手 数 料 2,655   930   4,594   

４． 投資有価証券売
却 益 -   -   100,318   

５． 不 動 産 賃 貸 料 50,834   49,129   99,963   

６． そ の 他 11,980 65,989 1.2 6,506 56,993 1.1 18,508 224,325 2.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用          

１． 支 払 利 息 5,914   5,443   11,812   

２． 賃 貸 資 産 減 価 
償 却 費 10,566   9,529   21,133   

３． ゴ ル フ 会 員 権 
評 価 損 -   -   675   

４． 持分法投資損益 1,637   351   1,908   

５． そ の 他 - 18,119 0.4 3,750 19,074 0.3 225 35,754 0.4 

 経 常 利 益  1,345,885 24.3  1,299,636 24.1  2,405,686 23.8 

Ⅵ 特 別 利 益          

１． 補 助 金 等 収 入 - - - - - - 5,918 5,918 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失          

１． 固 定 資 産 除 売 却 損 -   -   152   

２． 過年度役員退職慰労引
当 金 繰 入 額 28,648   -   57,296   

３． 減 損 損 失 - 28,648 0.5 60,828 60,828 1.1 - 57,449 0.6 

 税 金 等 調 整 前 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益  1,317,237 23.8  1,238,808 23.0  2,354,155 23.3 

 法人税、住民税及
び 事 業 税 595,609   586,861   1,064,820   

 法人税等調整額 △22,299 573,310 10.3 △36,915 549,945 10.2 △38,348 1,026,472 10.2 

 少 数 株 主 損 益  - -  284 0.0  - - 

 中間 （当 期） 純利益  743,927 13.5  689,147 12.8  1,327,683 13.1 

           

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
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③ 中間連結剰余金計算書 

期別 
 
科目 

   

（資 本 剰 余 金 の 部）       

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  972,897  983,898  972,897 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高       

１． 増 資 に よ る 新 株 の 発 行 1,380  2,760  2,300  

２． 自 己 株 式 処 分 差 益 5,920 7,300 448 3,208 8,700 11,000 

Ⅲ 資 本 剰 余 金
中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高  980,197  987,106  983,898 

        

（利 益 剰 余 金 の 部）       

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  5,485,361  6,629,599  5,485,361 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高       

１． 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 743,927 743,927 689,147 689,147 1,327,683 1,327,683 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高       

１． 配 当 金 183,445 183,445 230,284 230,284 183,445 183,445 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 
中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高  6,045,843  7,088,462  6,629,599 

        

 
 
  

 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書                                                     （単位：千円） 

  
 

期別 
 
科目 

金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

税金等調整前中間（当期）純利益 1,317,237 1,238,808 2,354,155 

減 価 償 却 費 47,822 43,229 95,165 

減 損 損 失 - 60,828 - 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 6,717 6,990 18,070 

役員退職慰労引当金の増減額 25,392 △  1,726 58,933 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △    519 △   427 △   941 

支 払 利 息 5,914 5,443 11,812 

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 1,637 351 1,908 

割 賦 売 掛 金 の 増 減 額 - △ 511,456 - 

売 上 債 権 の 増 減 額 △  87,933 △  6,829 △   95,859 

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △  23,054 △  94,448 81,504 

仕 入 債 務 の 増 減 額 286,911 275,731 △  41,875 

そ の 他 △   8,963 31,585 △ 133,078 

小 計 1,571,162 1,048,080 2,349,949 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 519 427 941 

利 息 の 支 払 額 △   1,266 △  1,052 △  2,641 

法 人 税 等 の 支 払 額 △  535,633 △ 563,135 △1,026,197 

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,034,781 484,319 1,322,052 

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △      5 △    5 △  2,440 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 - - 92,600 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   35,435 △ 120,841 △  60,581 

そ の 他 1,512 - 3,024 

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △   33,929 △ 120,847 32,602 

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

増 資 に よ る 収 入 2,763 5,526 4,605 

自 己 株 式 の 取 得 に よ る支 出 - - - 

自 己 株 式 の 処 分 に よ る収 入 41,520 3,145 61,022 

配 当 金 の 支 払 額 △  183,445 △ 230,284 △ 183,445 

少数株主の出資払込による収入 3,000 - 3,000 

そ の 他 △   29,155 △  29,155 △  58,311 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  165,317 △ 250,768 △  173,129 

Ⅳ 現 金 及び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △   1,353 3,603 △   7,262 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 834,181 116,307 1,174,262 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 4,182,610 5,356,873 4,182,610 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 5,016,791 5,473,180 5,356,873 
     
 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
期  別 

 
項  目 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数・・３社 

 ㈱トリムエレクトリック 

マシナリー 

TRIMGEN CORPORATION 

㈱機能水細胞分析センター 

なお、㈱機能水細胞分析セン

ターについては、当中間連結会

計期間において新たに設立した

ことから、連結子会社に含めて

おります。 

非連結子会社・・ありません 

 

連結子会社の数・・４社 

㈱トリムエレクトリックマシ

ナリー 

TRIMGEN CORPORATION 

㈱機能水細胞分析センター 

㈱トリムフィナンシャルサー

ビス 

非連結子会社・・ありません 

連結子会社の数・・４社 

 ㈱トリムエレクトリックマシ

ナリー 

TRIMGEN CORPORATION 

㈱機能水細胞分析センター 

㈱トリムフィナンシャルサー

ビス 

なお、㈱機能水細胞分析セ

ンター及び㈱トリムフィナン

シャルサービスはいずれも当

連結会計年度において新規設

立したため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めており

ます。 

非連結子会社・・ありません 

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用関連会社の数・・１社 

㈱GIバイオポリス 

持分法適用関連会社の数・・１社 

㈱GIバイオポリス 

持分法適用関連会社の数・・１社 

㈱GIバイオポリス 

３．連結子会社の中間決算日 

（決算日）等に関する事項 

 

 連結子会社のうち、中間連結

決算日と中間期末日が異なるの

は、TRIMGEN CORPORATION（中

間期末日は６月30日）でありま

す。 

なお、中間連結財務諸表の作

成にあたっては、中間期末日現

在の財務諸表を基礎とし、中間

連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要

な調整を行うこととしておりま

す。 

同    左  連結子会社のうち、連結決算

日と事業年度末日が異なるの

は、TRIMGEN CORPORATION（事

業年度末日は12月31日）であり

ます。 

 なお、連結財務諸表の作成に

あたっては、事業年度末日現在

の財務諸表を基礎とし、連結決

算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整

を行うこととしております。 

４．会計処理基準に関する事項     

(1)重要な資産の評価基準 

及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

（時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

（時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

（時価のあるもの） 

同    左 

 

 

 

（時価のないもの） 

同    左 

① 有価証券 

  その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

（時価のないもの） 

同    左 

 ② たな卸資産 

  製品・原材料 

総平均法に基づく原価法 

② たな卸資産 

同    左 

② たな卸資産 

同    左 
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期  別 

 
項  目 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(2)重要な減価償却資産の減 

価償却の方法 

① 有形固定資産 

   定率法 

ただし、平成10年度の税制改正

に伴い、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。 

① 有形固定資産 

同    左 

① 有形固定資産 

同    左 

(3)重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 

① 貸倒引当金 

同    左 

① 貸倒引当金 

同    左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、当中間連結会計期間に負

担すべき支給見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同    左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため、翌連結会計年度の支

給額のうち当連結会計年度対

応額を計上する支給見込額基

準によっております。 

 ③ 製品保証引当金 

販売済製品の無償修理費用に

充てるため、売上高に無償修理

費の実績率を乗じた額を計上し

ております。 

③ 製品保証引当金 

同    左 

③ 製品保証引当金 

同    左 

 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当中間連結会計期

間末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。数理計算上の差異について

は、従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（５年）に基づ

く定率法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

④ 退職給付引当金 

同    左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。数理計算上の差異

については、従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数

（５年）に基づく定率法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 
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期  別 

 
項  目 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

なお、過年度相当額について

は、平成15年３月期から３年間

で均等繰入することとしており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

 

 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

なお､過年度相当額について

は､平成15年３月期から３年間

で均等繰入することとしており

ます。  

 ⑥ 返品調整引当金 

当社は将来予想される返品に

よる損失に備えるため、過去の

返品実績率等に基づき、将来の

返品に伴う損失見込額を計上し

ております。 

⑥ 返品調整引当金 

同    左 

 

⑥ 返品調整引当金 

同    左 

 

(4)重要なリース取引の処 

理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンスリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同    左  同    左 

(5)その他中間連結財務諸 

表（連結財務諸表）作 

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同    左 

 消費税等の会計処理 

同    左 

５．中間連結キャッシュ・フ 

ロー計算書（連結キャッ 

シュ・フロー計算書）に 

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない、取得

日から３カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなりま

す。 

同    左  同    左 
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６．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

④ 退職給付引当金 

退職給付債務の計算方法は、従来、簡

便法を採用しておりましたが、当中間連

結会計期間より原則法に変更いたしまし

た。 

この変更は、従業員の増加により退職

給付に関する数理計算を実施する環境が

整備されたためであります。 

 なお、この変更による中間連結財務諸

表に与える影響は軽微であります。 

 

   

④ 退職給付引当金 

退職給付債務の計算方法は、従来、簡

便法を採用しておりましたが、当連結会

計年度より原則法に変更いたしました。 

この変更は、従業員の増加により退職

給付に関する数理計算を実施する環境が

整備されたためであります。 

なお、この変更による連結財務諸表に

与える影響は軽微であります。 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税金等調整前中

間純利益は60,828千円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しております。 
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【注記事項】 

（中間連結貸借対照表関係）  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１．担保に供している資産及び担保され

ている債務 

(1)担保差入資産は次の通りであります。 

建物        365,712千円 

  土地       1,497,356千円 

計      1,863,068千円 

(2)担保資産に対応する債務は次の通りで 

あります。 

預り保証金（注） 531,404千円 

未払金      25,494千円 

長期未払金    152,964千円 

    計     709,862千円 

 （注）預り保証金の契約金額によってお

ります。 

１．担保に供している資産及び担保され

ている債務 

(1)担保差入資産は次の通りであります。 

建物       345,615千円 

 土地      1,497,356千円 

計     1,842,971千円 

(2)担保資産に対応する債務は次の通りで 

あります。 

預り保証金（注） 498,586千円 

未払金       25,494千円 

長期未払金    127,470千円 

    計      651,550千円 

 （注）預り保証金の契約金額によってお

ります。 

１．担保に供している資産及び担保され

ている債務 

(1)担保差入資産は次の通りであります。 

建物        355,145千円 

土地      1,497,356千円 

        計    1,852,501千円 

(2)担保資産に対応する債務は次の通りで 

あります。       

預り保証金（注）  514,995千円 

未払金        25,494千円 

長期未払金    140,217千円 

   計       680,706千円     

（注）預り保証金の契約金額によってお

ります。 

 

２．  

 

２．消費貸借契約により貸し付けた投資

有価証券の時価は次の通りでありま

す。 

投資有価証券   112,400千円 

 

２．消費貸借契約により貸し付けた投資

有価証券の時価は次の通りでありま

す。 

投資有価証券   111,000千円 
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（中間連結損益計算書関係）  

   

１．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売手数料             295,870千円 

製品保証引当金繰入額    18,000千円 

給料手当          648,647千円 

賞与引当金繰入額        94,000千円 

退職給付引当金繰入額    21,610千円 

役員退職慰労引当金繰入額 4,892千円 

 

１．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売手数料       286,566千円 

製品保証引当金繰入額    14,654千円 

給料手当             722,389千円 

賞与引当金繰入額       100,000千円 

退職給付引当金繰入額    20,328千円 

役員退職慰労引当金繰入額 2,678千円 

 

１．販売費及び一般管理費の主な内訳 

販売手数料             532,872千円 

製品保証引当金繰入額    18,000千円 

給料手当        1,298,289千円 

賞与引当金繰入          92,000千円 

退職給付引当金繰入額    48,109千円 

役員退職慰労引当金繰入額11,023千円 

 

２．ゴルフ会員権評価損 

 

２．ゴルフ会員権評価損 

                  

２．ゴルフ会員権評価損 

貸倒引当金繰入額を含んでおります。 

３．特別損失のうち主要なもの 

 

３．特別損失のうち主要なもの 

減損損失        60,828千円 

３．特別損失のうち主要なもの 

 

４．減損損失 

 

４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しまし

た。 

４．減損損失 

 

  

場所 用途 種類 

その他 

倉庫 

（ 兵 庫 県 

川西市） 

遊休資産 建物及び 

土地等 

 

 

 当社が保有する土地及び建物のうち市

場価格の著しい下落が認められた遊休資

産について、減損損失（60,828千円）と

して特別損失に計上しました。その内訳

は建物593千円、土地60,234千円であり

ます。 

なお、当該資産は正味売却価額により

測定しており、建物及び土地については

主に固定資産税評価額に基づいて評価し

ております。 

 

 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定  5,016,791千円 

    現金及び現金同等物  5,016,791千円 

 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定    5,473,180千円 

現金及び現金同等物  5,473,180千円 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘      5,356,873千円 

現金及び現金同等物  5,356,873千円 

     

２．自己株式の処分による収入 

新株予約権の行使に伴う自己株式の交

付による処分を含んでおります。 

 

 

２．自己株式の処分による収入 

同    左 

 

２．自己株式の処分による収入 

同    左 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
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（リース取引関係） 

   

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、 

 減価償却累計額相当額及び中間期 

 末残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、 

 減価償却累計額相当額及び中間期 

 末残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
 取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額 

中間期末
残 高
相 当 額 

 
千円 千円 千円 

機 械  装  置 9,396 3,132 6,264 

工具器具備品 94,323 47,007 47,316 

ソフトウェア 82,200 38,432 43,767 

合    計 185,919 88,572 97,347 
 

 

 取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額 

中間期末
残 高
相 当 額 

 
千円 千円 千円 

機 械  装  置 9,396 4,698 4,698 

工具器具備品 94,323 74,251 20,072 

ソフトウェア 87,056 55,438 31,617 

合    計 190,776 134,388 56,387 
 

 
 取得価額

相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額 

期 末
残 高
相 当 額 

 
千円 千円 千円 

機 械 装 置 9,396 3,915 5,481 

工具器具備品 94,323 60,629 33,694 

ソフトウェア 87,056 46,652 40,404 

合    計 190,776 111,196 79,579 
 

(注)取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

(注)    同    左 (注)取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２. 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２. 未経過リース料期末残高相当額 

１年内       45,249千円 １年内         35,179千円 １年内       46,999千円 

１年超       52,098千円 １年超         21,208千円 １年超          32,580千円 

合計         97,347千円 合計          56,387千円 合計          79,579千円 

(注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注)    同    左 (注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

３. 支払リース料及び減価償却費相

当額 

３. 支払リース料及び減価償却費相

当額 

３. 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料   22,624千円 支払リース料   23,191千円 支払リース料      45,250千円 

減価償却相当額   22,624千円 減価償却相当額  23,191千円 減価償却相当額   45,250千円 

４. 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４．   同    左 ４.    同    左 

   

 
 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位：千円） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

種 類 
取 得 
原 価 

中間連結貸
借 対 照 表 
計 上 額 

差 額 
取 得 
原 価 

中間連結貸
借 対 照 表 
計 上 額 

差 額 
取 得 
原 価 

連結貸借対
照 表 
計 上 額 

差 額 

(1)株式 109,264 289,650 180,385 70,864 266,590 195,725 70,864 250,515 179,650 

(2)債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

(3)その他 24,854 39,260 14,406 24,860 46,374 21,507 24,854 42,255 17,401 

合 計 134,118 328,910 194,792 95,724 312,964 217,239 95,718 292,770 197,052 

（注）１．取得原価は、減損処理額控除後の金額であります。 

２．有価証券の減損処理基準 

     時価下落率30%以上を時価の「著しく下落した」場合として認識し、次により減損処理を行っております。 

     1)時価下落率50%以上 

       合理的な反証がない限りすべて 

     2)時価下落率30%以上50%未満 

       時価の推移、発行会社の外部信用格付や財務諸表ベースでの各種財務比率等による信用リスクを勘

案し、時価の回復可能性が総合的に認められない銘柄 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容                          （単位：千円） 

 中間連結（連結）貸借対照表計上額 

 前中間連結会計期間 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

(1)その他有価証券    

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000 3,434 3,434 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当社グループはデリバティブ取引を

利用しておらず、該当事項はありません。 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）において当社グループは、電解還

元水整水器等の製造販売及び研究を事業の内容としており、各製品は一体不可分の営業形態であるため、セ

グメント情報として開示する事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当中間連結会計期間（自 平成17

年４月１日 至 平成17年９月30日）において当社グループは、電解還元水事業の売上高、営業利益の金額

は全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業別のセ

グメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において本邦における売上高が全セグメン

トの売上高の合計の90%超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において海外売上高は、連結売上高の10%未 

満のため、記載を省略しております。 
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（重要な後発事項） 

   

当社は、「電解還元水整水器」の

製造販売を主たる業務としておりま

すが、近年の業績等から、自社グ

ループ内で信販業務を行うのに十分

な安定的な契約件数が見込める時機

に至ったと判断いたしました。この

ため、平成16年9月18日開催の取締

役会決議に基づき、以下のとおり、

当社製品購入者に対する割賦販売業

務を行う金融（信販）子会社を設立

いたしました。 

なお、実質的な事業開始は来年頭

を予定しており、業績への寄与は来

期よりを見込んでおります。 

１．子会社設立の目的 

従来、外部信販会社に委託してお

りました当社製品購入者との信販契

約をグループ内に取り込むことに

よって、安定的な金利手数料収益が

見込め、有効な資金活用が可能とな

るばかりではなく、顧客に対する柔

軟な金利政策を可能として営業部門

を支援するためであります。 

２．設立する子会社の概要 

(1)商号  

株式会社トリムフィナンシャルサービス 

    (TRIM FINANCIAL SERVICE CO.,LTD.) 

 (2)事業内容 

  割賦販売法に基づく割賦販売斡

旋業務及び割賦販売業務 

 (3)設立年月日 

  平成16年10月７日 

 (4)本社所在地 

  大阪市北区大淀中１丁目８番地34号 

  株式会社日本トリム内 

 (5)役員 

  代表取締役社長 香山 昭人 

  （当社常務取締役） 

 (6)資本金 

  50,000千円（当社100％出資） 

  

 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 
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７．生産、受注及び販売の状況 

(1)生 産 実 績          

 当中間連結会計期間の生産実績を製品別に示すと、次の通りであります。 
 （単位：千円）

期  別 
 
製 品 別 

  
 
 

 

電 解 還 元 水 整 水 器 1,430,785 1,256,821 2,377,838 

カ ー ト リ ッ ジ 161,697 245,618 350,842 

電 位 治 療 器 10,304 8,000 41,280 

電 解 還 元 温 泉 器 60,050 24,500 73,250 

合 計 1,662,836 1,534,939 2,843,210 

 （注）１．金額は提出会社の仕入価格によっております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2)受 注 状 況          

 製造子会社である株式会社トリムエレクトリックマシナリーは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

 

(3)販 売 実 績          

 当中間連結会計期間の販売実績を製品別に示すと、次の通りであります。 
 （単位：千円）

期  別 
 
製 品 別 

  
 
 

 

電 解 還 元 水 整 水 器 4,883,541 4,585,461 8,837,103 

カ ー ト リ ッ ジ 410,942 626,651 851,784 

電 位 治 療 器 42,029 30,992 88,553 

電 解 還 元 温 泉 器 83,537 49,373 129,530 

そ の 他 107,746 104,643 193,536 

合 計 5,527,798 5,397,122 10,100,509 

（注）１．総販売実績に対する輸出高の割合は10%未満であります。 

   ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

 
  

 
 

 
期  別 

 
 
相 手 先 

金 額（千円）割 合(％) 金 額（千円）割 合(％) 金 額（千円）割 合(％) 

丸 紅 株 式 会 社 908,221 16.4 801,170 14.1 1,576,333 15.6 

３．本表の金額には、消費税は含まれておりません。 

 

 

 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 


